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公的介護保険制度がスタートして 15 年が経過し，サービス利用者数が，511 万人（在宅
サービス 382 万人，施設サービス 90 万人，地域密着型サービス 39 万人）と爆発的に増加
している．介護保険料の費用総額も当初の 3.6 兆円から 10.1 兆円に約 3 倍へと拡大してき
ている2．また，介護サービス提供事業者も居宅サービスである訪問介護，通所介護，認知
                                                   
1 社会福祉の市場化をめぐっては，「疑似市場」あるいは「準市場」が使われているが，規制された
市場という意味で本論文では引用文を除いては「準市場」に統一している． 





























2 章「公的介護保険制度の創設と展開」，第 3 章「福祉の市場化と準市場原理の理論的枠組
                                                   
3 営利法人の割合は，訪問介護で 64.4％，通所介護で 58.4％など，半数以上を占める． 
4  
み」，第 4章「公的介護保険制度における準市場的要素と準市場化」，第 2部が，第 5章「本
調査の概要」，第 6章「介護保険行政アンケート調査」，第 7章「介護保険事業者アンケート





















（『心と社会』40 巻 3 号 137，日本精神衛生会 2009 年） 
②「高齢者福祉」 
（『福祉実践と地域社会』ナカニシヤ出版 2010 年 5 月） 
③「準市場としての公的介護保険制度の現状と課題」 
（『九州社会福祉学年報』vol.6，2014 年 10 月） 
④「介護サービス市場への民間事業者参入状況とその影響」 




（『九州社会福祉学年報』vol.7，2014 年 11 月） 
⑥「準市場原理の理論的枠組みと公的介護保険制度」 
（『鹿児島国際大学大学院学術論集』vol.7，2015 年 11 月） 
⑦「日本の人口の変動」 





































































































































































































                                                   

















































































































書を提出した時をその始まりとみることができる．その後，1994（平成 6）年 4 月，厚生省
に事務次官を本部長として設置された高齢者介護対策本部において高齢者介護施策に関す
る総合的な検討が開始された．そして，新しい介護システムを具体的に検討する視点とした












                                                   
4 社会福祉基礎構造改革の記述については，鬼崎信好「社会福祉の基礎構造改革の理念と課題」『高
齢者介護サービス論』（2014）中央法規出版を参照した． 































































































40 歳以上の者が被保険者となるが，65 歳以上が第 1 号被保険者，40 歳以上 65 歳未満の

















































































































































                                                   
１ エスピン・アンデルセンは，「社会サービスが人々の権利とみなされるようになり，また一人の
人間が市場に依存することなくその生活を維持できる労働力の脱商品化生じる」としている（岡沢












































































































択と競争」が公共サービス提供において「もう一つの見えざる手」(The Other Invisible 














































































（Conditions for Success）があるとしている．それらの条件は，①市場構造の転換（Market 
Structure），②情報の非対称性の防止（Information），③取引費用と不確実性への対応
（Transaction Costs and Uncertainty），④動機づけの問題（Motivation）と⑤クリーム




                                                   





























































































































































                                                   
５ 費用の負担の割合や交換関係の有無にはさまざまな程度がある．準市場と市場の境界を定めるの
は政府と利用者の費用負担の割合である．我が国の公的介護保険制度には，その利用に際して１割



































































                                                   
７ 「社会市場の論理入門（上）（下）」『経済セミナー』2008 年 4 月号，5 月号及び，『社会保障と日







表３―１        日本の研究者による準市場の定義 
①公的規制と準市場の併存に着目した視点 






















































 この流れを受けて，高齢者福祉分野では 1995（平成 7）年から厚生省において高齢者介



































































































































































































































                                                   
1 平成 27年 8月から，第１号被保険者のうち，一定以上の所得がある利用者はサービス利用費の２
割負担となった． 























































































                                                   














































大隅半島の中心部に位置し，2006（平成 18）年 1月 1日に鹿屋市，輝北町，串良町，吾平
町の１市３町が合併して誕生し，当初の人口は 106,220 人であった．霧島市は県の中央に
位置し 2005（平成 17）年 11月 7 日に国分市を中心に溝辺町，横川町，牧園町，霧島町，
隼人町，福山町の１市６町が合併して誕生し，当初の人口は 127,289人であった．薩摩川内































行った．具体的な調査項目は以下に示す 8 項目であった． 
(1) 総人口，高齢者人口，高齢化率 








２ 調査結果  
 本調査は，3 つの対象地域別に分けて行った．結果について，(1) 総人口，高齢者人
口，高齢化率，(2) 第 1 号被保険者数，要介護認定者数，認定率，(3) 要介護認定者数





2015（平成 27）年４月 1 日現在の調査対象地域の総人口，高齢者人口および高齢化率は，
鹿屋市は人口 104,239 人でうち高齢者は 27,957 人で，高齢化率 26.8％であった．霧島市は
人口126,842人でうち高齢者31,071人，高齢化率24.5％であった．薩摩川内市は人口97,673













18.9％，薩摩川内市 21.7％であった．鹿屋市は３市の中で第 1 号被保険者数が 27,766 人と
一番少ないが，要介護認定者数は霧島市とほぼ同数であった．霧島市は第１号被保険者数が
３市の中で最も多かったが，要介護認定者数は最も低い 5,891 人で認定率も 18.9％低かっ











人，霧島市 1,652 人とほぼ同数であるが中度者（要介護 1・2）は薩摩川内市が 100 名ほど
多かった．割合でみると，霧島市と薩摩川内市は軽度・中度・重度者とも同じような割合を
示していた．一方，鹿屋市は重度者（要介護 3～5）が 2,442 人と３市の中で一番多く，割







 鹿屋市 104,239人 27,957人 26.8%
 霧島市 126,842人 31,071人 24.5%




 鹿屋市 27,766人 5,892人 21.2%
 霧島市 31,071人 5,891人 18.9%











































第１号被保険者の過去 5 年間の年間介護給付費の推移は，薩摩川内市が 3 市のなかで一
番高く 336 千円～338 千円の幅で推移したが，2015 年度は 332 千円となっていた．霧島市
は 275 千円～301 千円程で推移していた．鹿屋市は 320 千円程で推移してきたが，2015 年






霧島市と薩摩川内市では 30 千円～50 千円程の開きがあり，鹿屋市も比較的高い数字を
示しているのは何が影響しているのであろうか．先にみた介護保険受給者数は，霧島市が最
















要支援１・２ 要介護１・２ 要介護３・４・５ 合　計
2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
 鹿屋市 314,853 317,934 320,973 325,073 343,028
 霧島市 275,833 292,990 296,020 301,214 298,803









保険料の推移は表 6－6 に示すとおり，3 市とも 3 期から 4 期にかけては同額で変化がな
かった．霧島市は 4 期から 5 期は 400 円，5 期から 6 期にかけて 900 円上昇していた．鹿
屋市と薩摩川内市は４期から５期にかけて，1,300 円程上昇していた．しかし５期から６期









－7に示す．鹿屋市は合計で 111事業所，そのうち休止 21事業所，廃止 90事業に上ってい
た．これは合併によって市直営や社会福祉協議会が運営している事業所が合併のため廃止
したことが，主な要因であった．一方，霧島市は全体で 6事業所と一番少なく，休止が 5事
業所，廃止が 1 事業所となっていた．薩摩川内市は，2005 年までは休止・廃止の事業所は










休止 廃止 休止 廃止 休止 廃止
2000-2005年 3 27 ― ― ― ―
2006-2010年 6 31 1 ― 4 32
2011-2015年 12 32 4 1 1 13





第３期 第４期 第５期 第６期
 鹿屋市 4,600 4,600 5,990 6,040
 霧島市 4,200 4,200 4,600 5,500
 薩摩川内市 4,500 4,500 5,800 6,100




































 老人福祉施設 8 9 16
 老人保健施設 4 5 7
 通所介護 60 47 32
 通所リハビリ 12 17 18
 訪問介護 40 31 29
 認知症対応型共同生活介護 35 24 19
 小規模多機能 5 19 6
 有料老人ホーム(住宅型) 35 18 8


























は，表 6－9 のとおりである．すなわち，鹿屋市は総事業所数が 35 事業所で，うち社会福
祉法人 8 事業所（22.9%），株式会社 4 事業所（11.4%），有限会社 17 事業所（48.6%），医
療法人 5 事業所（14.3%）であった．有限会社の事業所が半数弱を占めていた．民間営利法
人が全体の 60%を占め，参入の大きさを物語っていた． 
霧島市は総事業所数が 24 事業所で，社会福祉法人 9 事業所（37.5%），株式会社 4 事業
所（16.7%），有限会社 3 事業所（12.5%），医療法人 8（33.3%）であった．民間営利法人が
3 割（29.2%）程に対して，社会福祉法人と医療法人の参入の割合が多かった． 
一方，薩摩川内市も，社会福祉法人 6 事業所（31.6%），医療法人５事業所（26.3%），民













鹿児島県での事業所数の推移は，2000（平成 12）年４月に 28 事業所であったが，2015


















鹿屋市には全体で 60 事業所があり，そのうち社会福祉法人 16 事業所（26.7%），医療法人
社 福 株式会社 有限会社 医療法人 ＮＰＯ その他 合計
 鹿屋市 22.9%(8) 11.4%(4) 48.6%(17) 14.3%(5) 2.8%(1) ― 100%(35)
 霧島市 37.5%(9) 16.7%(4) 12.5%( 3) 33.3%(8) ― ― 100%(24)
 薩摩川内市 31.6%(6) 10.5%(2) 21.0%( 4) 26.3%(5) 5.3%(1) 5.3%(1) 100%(19)




4 事業所（6.7%），株式会社 16 事業所（26.7%），有限会社 20 事業所（33.3%）で，民間営
利法人が実に 36 事業所（60%）を占めていた． 
霧島市には全体で 47 事業所あり，社会福祉法人 13 事業所（27.7%），医療法人６事業所 
（12.8%）に対して，民間営利法人は 26 事業所（55.3%）なっていた．鹿屋市と同様に民間
営利法人の参入が著しかった． 
一方，薩摩川内市は全体で 32 事業所あり，社会福祉法人 17 事業所（53.1%），医療法人
3 事業所（9.4%）で，民間営利法人は 11 事業所（34.4%）であった．全体の 5 割を社会福















ともあり多様な事業主体の進出が著しい．鹿児島県には，2015（平成 27）年 10 月現在







社 福 株式会社 有限会社 医療法人 ＮＰＯ その他 合計
鹿屋市 26.7%(16) 26.7%(16) 33.3%(20) 6.7%(4) 5.0%(3) 1.6%(1) 100%(60)
霧島市 27.7%(13) 42.5%(20) 12.8%( 6) 12.8%(6) 2.1%(1) 2.1%(1) 100%(47)
薩摩川内市 53.1%(17) 25.0%( 8) 9.4%( 3) 9.4%(3) ― 3.1%(1) 100%(32)






業所数をみると，鹿屋市では 40 事業所があり，社会福祉法人 11 事業所（27.5%），医療法
人 5 事業所（12.5%），民間営利法人は 19 事業所（47.5%）となっていた．民間営利法人が
全体の約５割を占めておりその割合が高かった．霧島市においては全体で 31 事業所あり，
社会福祉法人 9 事業所（29.0%），医療法人 6 事業所（19.3%），民間営利法人は 12 事業所
（38.7%），その他（生協，事業団）が 2 事業所であった．営利法人は４割を占めていた．   
一方，薩摩川内市の場合は，全体で 29 事業所あり，うち社会福祉法人 14 事業所（48.3%），
医療法人 5 事業所（17.2%），民間営利法人は 8 事業所（27.6%），その他が 2 事業所であっ


















合わせた総事業所数は 38 事業所で，社会福祉法人 10 事業所，医療法人 2 事業所，営利法
人は 23 事業所，ＮＰＯ法人 2 事業所，その他が 1 事業所となっていた．民間営利法人が全
体の６割を占めていた．種類別では，介護付が 3 事業所で残り 9 割の 35 事業所が住宅型で
社 福 株式会社 有限会社 医療法人 ＮＰＯ その他 合計
鹿屋市 27.5%(11) 30.0%(12) 17.5%(7) 12.5%(5) 5.0%(2) 7.5%(3) 100%(40)
霧島市 29.0%( 9) 35.5%(11) 3.2%(1) 19.3%(6) 6.5%(2) 6.5%(2) 100%(31)
薩摩川内市 48.3%(14) 10.4%( 3) 17.2%(5) 17.2%(5) ― 6.9%(2) 100%(29)







霧島市の場合は，住宅型が 18 事業所，介護付が 11 事業所で合計 29 事業所であった．社





薩摩川内市の場合は，住宅型有料老人ホームが 8 事業所であり，社会福祉法人 1 事業所，





















類　型 社 福 株式会社 有限会社 医療法人 NPO法人 その他 事業所数 ベッド数 ベッド総数
住宅型 3 9 3 2 1 18 355
介護付 2 4 3 1 1 11 252
住宅型 8 8 14 2 2 1 35 756
介護付 2 1 3 84
住宅型 1 4 1 1 1 8 190
介護付




































































































                                                   
1 公益財団法人介護労働安定センターが 2014年度に実施した「事業所における介護労働実態調
査」，「介護労働者の就業実態と就業意識調査」の調査項目を参考にした． 
鹿屋市 霧島市 薩摩川内市 合　計
社会福祉法人 5 5 5 15
民間営利法人 5 5 4 14








民間営利法人は 12 法人すべてが創設 15 年以内となっていた．公的介護保険制度がスタ
ートしてから創設されたことが確認できる．一方，社会福祉法人は 15法人中 10法人が 20
年以上経過していた．うち 35年を経過している法人が 5法人あった（表 7－2）． 
 



















また，200 名を超える法人も 2 法人あった．これに対して，民間営利法人は，14 法人中
12法人（85.7%）が「1～49名」であった．経営事業数に比例して職員数にも大きな違いが
～10年未満 10～15年未満 15～20年未満 20～25年未満 25年以上 合　計
 社会福祉法人 0.0%（0） 6.7%（1） 26.7%（4） 13.3%（2） 53.3%（8） 100%（15）
 民間営利法人 42.9%（6） 57.1%（8） 0.0%（　0） 0.0%（　0） 0.0%（　0） 100%（14）
 表7-2　　　                                   　法   人   の   創   設    年   数
1～5 ６～10 11～15 16～20 合　計
 社会福祉法人 33.3%（　5） 53.3%（8） 6.7%（1） 6.7%（1） 100%（15）
 民間営利法人 93.0%（13） 7.0%（１） 0.0%（0） 0.0%（0） 100%（14）
 表７－３　　                          経 営 し て い る 事 業 所 数　　　　 　　　　（単位：ヶ所）
１～49 50～99 100～149 150～200 200以上 合　計
 社会福祉法人 0.0%（　0） 53.4%（8） 25.0%（3） 13.3%（2） 13.3%（2） 100%（15）
 民間営利法人 85.7%（12） 14.3%（2） 0.0%（0） 0.0%（0） 0.0%（0） 100%（14）





























 また，事業開始後最もよかった年度を 100 とした場合の現在の収入状況は，社会福祉法
人は 15 法人のうち 9 法人が「95%以上」であった．民間営利法人は「75～79%」が 14 法
人のうち 5法人，「80～84%」が 4法人であり，6割の法人が 85%以下であった（表 7－6）． 
この結果をもとに「現在の収入の状況」と「最も収入の多い事業」と比較して検討してみ
50～54% 55～59% 60～64% 65～69% 70～74% 75%以上 合　計
社会福祉法人 0.0%（　0） 6.6%（1） 40.0%（6） 40.0%（6） 6.6%（1） 6.6%（1） 99.8%（15）
民間営利法人 7.7%（1） 23.0%（3） 15.4%（2） 15.4%（2） 30.8%（4） 7.7%（1） 100%（13）

































75～79% 80～84% 85～89% 90～94% 95%以上 合　計
 社会福祉法人 0.0%（　0） 0.0%（　0） 13.3%（2） 26.7%（4） 60.0%（9） 100%（15）
 民間営利法人 35.7%（5） 28.6%（4） 7.1%（1） 28.6%（4） 0.0%（　0） 100%（14）
 表７ー６　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　現　在　の　収　入　状　況　　　　　　　　　　 　　　　　 （単位：％）
社会福祉法人 民間営利法人
 介護保険事業以外の事業を考えている 4 8
 現存する介護サービスの規模拡大 4 2
 人件費の圧縮 1 4
 利用者のターゲットを重度の方にシフトした 3 4




































 サービス（業務）の具体的な流れ等を示す手順書やマニュアル等の作成 7 9
 苦情対応の仕組みの整備 6 8
 ヒヤリハット事例の収集・共有等の仕組みの整備 8 10
 事故報告書の共有等の仕組みの整備 10 10
 サービスに関する自己評価の仕組みの整備 2 7
 顧客満足度調査の実施 6 1
　※複数回答。回答の多かったもの違いがあるものを表示
 表７ー８　　　　　　　　　　　　　　　サ ー ビ ス の 質 の 管 理 の た め の 取 組 み
社会福祉法人 民間営利法人












































 自治体や業界団体が主催する教育・研修に積極的に参加させるようにしている 15 13
 法人全体（関係会社を含む）で連携して教育に取り組んでいる 7 8
 能力の向上が認められた者は、配置や処遇に反映している 8 7
 職員に後輩の育成経験を持たせている 10 4
 教育・研修の責任者（兼務を含む）もしくは担当部署を決めている 8 6
 教育・研修計画を立てている 9 7


























































法人の 15 法人中 10 法人が行ったと回答している．見直しの内容（複数回答）は，食費が



























 今の介護報酬では、人材確保・定着のために十分な賃金を払えない 9 8
 経営（収支）が苦しく、労働条件や労働環境改善をしたくてもできない 2 5
 良質な人材の確保が難しい 10 5
 新規利用者の確保が難しい 2 4
 教育・研修の時間が十分取れない 4 1
 指定介護サービス提供に関する書類作成が煩雑で、時間に追われている 4 0
































































































 インタビュー調査対象者は表 8－1 に示すとおりである．3 つの地域における社会福祉法
人は 15 法人で 15 人，民間営利法人は 14 法人で 14 人であった．また，行政関係者は 3 市







インタビュー調査は，2016 年 2 月に 3 つの調査対象地域に出向き，法人・関係者ごとに


















鹿屋市 霧島市 薩摩川内市 合　計
 社会福祉法人 5 5 5 15
 民間営利法人 5 5 4 14
 行政関係者 3 4 2 9
 社会福祉協議会 1 1 2 4
合　　計 14 15 13 42














































































①「資金確保の困難さ」については，表 8－3 に示すとおり，民間営利法人は 14 人中 8 人












②「職員確保の困難さ」は表 8－4 に示すとおり，社会福祉法人は 15 人中 7 人（46.7%），





















あった なかった どちらともいえない 合　計
 社会福祉法人 26.7%（　４） 26.7%（　４） 46.6%（　７） 100%（１５）
 民間営利法人 57.1%（　８） 14.3%（　２） 28.6%（　４） 100%（１４）
合　計 41.4%（１２） 20.7%（　６） 37.9%（１１） 100%（２９）
 表８ー３　　　　　　　　　　　介護サービス事業運営に関する資金確保の困難さ
あった なかった どちらともいえない 合　計
 社会福祉法人 46.7%（　７） 20.0%（　３） 33.3%（　５） 100%（１５）
 民間営利法人 64.3%（　９） 21.4%（　３） 14.3%（　２） 100%（１４）



























がはっきりと分かれていた．社会福祉法人では 15 人中 9 人（60.0%），民間営利法人では
14 人中 10 人（71.4%）が「低い」と感じていた．「低くない」はゼロであった．行政関係





あった なかった どちらともいえない 合　計
 社会福祉法人 26.7%（　４） 33.7%（　５） 40.0%（　６） 100%（１５）
 民間営利法人 64.3%（　９） 14.3%（　２） 21.4%（　３） 100%（１４）


















利用者負担金に関しては表 8－7 のとおり，全体的には「どちらともいえない」が 42 人
中 20 人（47.6%）と最も多かった．しかし，「低くない」と回答した人も社会福祉法人の中
で 3 人，民間営利法人で 4 人，行政関係者で 4 人いた．利用者負担金も低くはないと感じ
ている人の割合が高かった．また，一概に言えないが施設利用においても食費や居住費が自
己負担となり，2015 年 8 月から標準世帯で一定所得以上の利用者は利用負担額がこれまで











低い 低くない どちらともいえない 合　計
 社会福祉法人 60.0%（　９） 0.00%（　０） 40.0%（　６） 100%（１５）
 民間営利法人 71.4%（１０） 0.00%（　０） 28.6%（　４） 100%（１４）
 社会福祉協議会 50.0%（　２） 0.00%（　０） 50.0%（　２） 100%（　４）
 行政（担当課） 22.2%（　２） 33.3%（　３） 44.5%（　４） 100%（　９）
合　計 54.8%（２３） 7.1%（　３） 38.1%（１６） 100%（４２）
 表８ー６　　　　　　　　　　　　　　　　公 的 介 護 保 険 の 報 酬 水 準
低い 低くない どちらともいえない 合　計
 社会福祉法人 33.3%（　５） 20.0%（　３） 46.7%（　７） 100%（１５）
 民間営利法人 14.3%（　２） 28.6%（　４） 57.1%（　８） 100%（１４）
 社会福祉協議会 0.0%（　０） 25.0%（　１） 75.0%（　３） 100%（　４）
 行政（担当課） 33.3%（　３） 44.5%（　４） 22.2%（　２） 100%（　９）
合　計 23.8%（１０） 28.6%（１２） 47.6%（２０） 100%（４２）


















体として 31 人（73.8%）が優遇されていると「思う」と回答している（表 8－9）．特に，














する しない する しない
 要介護度によって利用を制限するか 1 14 1 13
 収入や資産によって利用を制限するか 2 13 0 14
 性別によって利用を制限するか 0 15 1 13
 症状（病状）によって利用を制限するか 6 9 5 9
社会福祉法人 民間営利法人




 社会福祉協議会 100％(  ４)























「思う」と回答した人の割合は，社会福祉法人が 15 人中 3 人（20.0%）であるのに対して
民間営利法人が 14 人中 11 人（78.6%）という結果になった．全体として施設サービスの規
制緩和に関して，「思う」が 42 人中 17 人（40.5%）に対して，「思わない」が 25 人（59.5%）















































42 人中 22 人（52.4%）と約半数が「すべきである」と回答している．特に行政関係者や社
会福祉法人関係者に多かった．「どちらともいえない」との回答には民間営利法人に 14 人






















すべきである すべきでない どちらともいえない 合　計
 社会福祉法人 66.7%（１０） 20.0%（　３） 13.3%（　２） 100%（１５）
 民間営利法人 28.6%（　４） 14.3%（　２） 57.1%（　８） 100%（１４）
 社会福祉協議会 50.0%（　２） 25.0%（　１） 25.0%（　１） 100%（　４）
 行政（担当課） 66.7%（　６） 11.1%（　１） 22.2%（　２） 100%（　９）
























































































































































































































































































































































































                                                   
1 利用したサービスの量に応じて費用を支払う応益負担（1 割負担）となっている．但し，2015

































































































































































































































































                                                   
2 規制については，Propper，C．(1993) Quasi-Markets and Regulation．In Le Grand，J．，B．
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  平成 28年２月１日～平成 28年２月 29日（具体的な日程は調整させていただきます。） 

































問１．貴市における過去５年間の下記の事項についてお答えください。（各年度の 4月 1日現在） 
 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 
総人口 人 人 人 人 人 
高齢者人口 人 人 人 人 人 
高齢化率 ％ ％ ％ ％ ％ 
1号被保険者数 人 人 人 人 人 
要介護認定者数 人 人 人 人 人 





 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 


















円 円 円 円 円 円 
    
 
問４．貴市における過去５年間の介護度別認定者数についてお答えください。（各年度の 4 月 1 日
現在） 
 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 
要支援１ 人 人 人 人 人 
要支援２ 人 人 人 人 人 
要介護１ 人 人 人 人 人 
要介護２ 人 人 人 人 人 
要介護３ 人 人 人 人 人 
要介護４ 人 人 人 人 人 





年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ） 数 事業種別 
2000年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2001年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2002年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2003年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2004年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2005年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2006年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2007年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2008年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2009年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2010年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2011年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2012年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2013年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   
2014年 □有 □無 休止(  ）廃止（  ）   




※（平成 27年 10月１日時点でお答えください。） 
事業名 ／ 事業主体 社福 医療 ＮＰＯ 株式会社 有限会社 その他 総計 
特別養護老人ホーム        
老人保健施設        
通所介護（デイサービス）        
通所リハビリ        
訪問介護（ヘルパー）        
訪問看護        
グループホーム        
小規模多機能        
有料老人ホーム（住宅型）        
有料老人ホーム（介護付）        
居宅介護支援事業所        














  総事業所数（     ） 
１．特別養護老人ホーム（   ） ２．老人保健施設（   ） ３．デイサービス（   ） 
４．デイケア（   ） ５．訪問介護（   ） ６．訪問看護（   ） ７．グループホーム（   ）  
８．小規模多機能居宅介護（   ）９．有料老人ホーム（   ）10．サービス付き高齢者住宅（   ）  




１．１～49名 ２．50～99名 ３．100～149名 ４．150～199名 ５．200名以上 
 
問４．そのうち、常勤・非常勤・パートの割合はどうですか。人数をお書きください。 
常勤 非常勤・パート その他（具体的に） 















１．45～49％ ２．50～54％ ３．55～59％ ４．60～64％ ５．65～69％  
６．70～74％ ７．75％   ８．その他（具体的に                ）   
 
 
１．訪問介護員 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
２．介護職員 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
３．看護職員 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
４．生活相談員 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
５．PT・OT・ST １ ２ ３ ４ ５ ６ 





１．特別養護老人ホーム ２．老人保健施設 ３．デイサービス ４．デイケア   
５．グループホーム   ６．訪問介護 ７．訪問看護 ８．小規模多機能居宅介護  
９．有料老人ホーム  10．サービス付き高齢者住宅   
11．その他（具体的に                                ） 









１．新たな事業の創設を考えている。       ２．介護保険事業以外の事業を考えている。 
３．現存する介護サービスの規模拡大       ４．人件費の圧縮 
５．利用者のターゲットを重度の方にシフトした  ６．職員の非正規化を図った 
７．業務の一部を外部の委託する         ８．派遣労働等の活用 
９．IT等の活用により業務の効率化を図る     10．特に何も行っていない 






２．苦情対応の仕組みの整備   ３．ヒヤリハット事例の収集・共有等の仕組みの整備 
４．リスクマネージャーの設置  ５．事故報告書の共有等の仕組みの整備 
６．ケースカンファレンス等困難ケース等に関する相談・検討の仕組みの整備 
７．サービスに関する自己評価の仕組みの整備  ８．自己点検シートの活用  
９．顧客満足度調査の実施   10．第三者評価の受審   11．ＩＳＯ等の仕組みの導入 
12．計画・実施・評価・見直しのＰＤＣＡサイクルを構築している 
13．いずれもあてはまらない 





１．0円～50,000円       ２．50,001円～100,000円    ３．100,001円～200,000円 
４．200,001円～300000円   ５．300,001円～500,000円   ６．500,001円～1,00,0000円 
７．1,000,001円～1,500,000円 ８．1,500,000円～2,000,000円 ９．2,000,001円以上 










６．採用時の教育・研修を充実させている    ７．教育・研修計画を立てている 
８．地域の同業他社と協力、ノウハウを共有して育成に取り組んでいる 







１．ハローワーク  ２．就職セミナー（就職説明会） ３．福祉人材センター（ｗｅｂを含む） 
４．職員や知人を通じて  ５．学校・養成施設等   ６．自社ホームページ  
７．ボランティア、実習生に声がけ  ８．求人・就職情報誌、求人情報サイト  
９．折込チラシ、新聞・雑誌の広告  10．退職した職員への再就職の働きかけ   
11．看板・張り紙、吊るし広告 




媒     体 採用数 媒    体 採用数 
１．ハローワーク  ７．ボランティア、実習生に声がけ  
２．就職セミナー（就職説明会）  ８．求人・就職情報誌、求人情報サイト  
３．福祉人材センタ （ーｗｅｂを含む）  ９．折込チラシ、新聞・雑誌の広告  
４．職員や知人を通じて  10．退職した職員への再就職の働きかけ  
５．学校・養成施設等  11．看板・張り紙、吊るし広告  























































１．行った →問 18－２へお進みください。   ２．行っていない 
 
問18―2 見直しを行ったと回答された方、見直しを行ったものすべて選んでください。 
１．食費   ２．光熱水費   ３．居住費  ４．その他(                          ) 
 
問19．貴法人において、今後事業をどのように考えていますか。該当するものに○印をつけてください。 
１．規模縮小の方向  ２．サービス種別において、規模縮小の方向  
３．規模拡大の方向  ４．サービス種別において、規模拡大の方向  ５．わからない 






３．良質な人材の確保が難しい  ４．新規利用者の確保が難しい 
５．介護従事者の介護業務に関する知識や技術が不足している 
６．介護従事者の介護業務に臨む意欲や姿勢に問題がある 































１.激しく起きている ２.起きている ３.あまり起きていない ４.全く起きていない 
  
 問２．介護事業へ参入する際に、資金や職員や利用者の確保に関して困難さはありましたか。 
  ①運営資金確保についての困難さ 
    １．あった  ２．どちらともいえない  ３．なかった 
  
 ②職員確保についての困難さ 
    １．あった  ２．どちらともいえない  ３．なかった 
   
 ③利用者確保についての困難さ 
    １．あった  ２．どちらともいえない  ３．なかった 
 
 問３．護サービス価格の設定についてお伺いします。 
  ①介護報酬の水準について 
    １．低い  ２．どちらともいえない  ３．低くない 
 
  ②利用者負担の水準について 
    １．低い  ２．どちらともいえない  ３．低くない 
  
 問４．クリームスキミング（いいとこどり）について 
  ①利用者の介護度によっては利用を制限しますか   １．する  ２．しない 
  ②利用者の収入や資産によって利用を制限しますか  １．する  ２．しない 
  ③利用者の性別によっては利用を制限しますか    １．する  ２．しない 




  １．思う  ２．少しは思う  ３思わない  ４．全く思わない 
 
問６．施設サービス（特別養護老人ホームなど）の参入に関して規制緩和すべきと思いますか。 
  １．思う  ２．少しは思う  ３思わない  ４．全く思わない 
  
 問７．介護保険事業への参入や事業運営全般に関して国の関与を強くすべきと思いますか。 










   （   ）思う    （   ）思わない 
   その理由 
                                               
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                            
                                            
                                            
                                            
                                            
                                            
                                            
                                            




  応答性の定義について 
「利用者のニーズに応えること。決して、押し付けではなく、利用者の要求が反映されていること。」 
 
   （   ）思う     （   ）思わない 
   その理由 
                                               
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                            
                                            
                                            
                                             
                                            
                                                                                       
                                            





   選択制の定義について 
「措置から契約制度への移行に伴い、利用者が自ら介護サービスを選択することとなった。 
実際必要なサービスを選択できているのか。供給者（事業者）を選ぶことに終始していないか」 
   
   （   ）思う     （   ）思わない 
   その理由 
                                               
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                            
                                            
                                            
                                            
                                            
                                            
                                            
                                            








   （ ）思う      （ ）思わない 
   その理由 
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（   ）サービスの質の向上につながった 
（   ）サービスの質の向上につながっていない 
その理由  
                                               
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
 
 
問 13． その他、これまでの社会福祉法人、医療法人に加えて多様な事業主体（株式会社・ 
有限会社、NPO 法人、協同組合など）が介護サービス市場に参入することでどのよ 
うな影響が出ていますか。 
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                              
                                           
                                           












調査団体関係者 調査実施日時 調査実施場所 
行政関係者 2月 12日(金)  9：30～11：30 鹿屋市役所 会議室 
民間営利法人関係者 2月 12日(金) 13：30～15：30 有料老人ホームとも 会議室 
社会福祉法人関係者 2月 4日(木) 13：30～16：00 特別養護老人ホーム鹿屋長寿園 会議室 
社会福祉協議会関係者 2月 18日(木) 10：00～12：00 鹿屋市社会福祉会館 会議室 
 
霧島市 
調査団体関係者 調査実施日時 調査実施場所 
行政関係者 2月 2日(火)  9：30～11：50 霧島市役所 会議室 
民間営利法人関係者 2月 5日(金) 13：30～15：40 地域サポートセンターよいどこい 会議室 
社会福祉法人関係者 2月 2日(火) 14：00～16：00 特別養護老人ホームフラワーホーム 会議室 
社会福祉協議会関係者 2月 5日(金) 16：20～17：30 霧島市社会福祉協議会隼人支所 会議室 
 
薩摩川内市 
調査団体関係者 調査実施日時 調査実施場所 
行政関係者 2月 22日(月) 10：30～12：00 薩摩川内市役所 会議室 
民間営利法人関係者 2月 17日(水) 10：00～12：00 グループホーム鹿野苑 ホール 
社会福祉法人関係者 2月 22日(月) 14：00～16：00 特別養護老人ホーム幸せの里 会議室 
社会福祉協議会関係者 2月 17日(水) 13：30～15：30 薩摩川内市総合福祉会館 会議室 
 
 
